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1.研究開発の担い手と組織
かつて研究開発は先駆的な個人が飽くなき知的好奇心と狂信的な探求心に支えられて行われた
アマチュア的活動であった。彼らの多くは体系的な専門的知識の訓練をうけることなく、砂浜に
落としたダイヤモンドを見つけ出すような試みを無数の失敗にめげず、時には私財を投げ打つよ
うな資金を投入して行っていたのである。その後これら研究開発活動に勤しむアマチュアたちが
交流の場を「ソサイエティjとして形成していった。
しかし研究開発の重要性が社会的に認知されるようになるとともに、その活動には体系的な専
門的知識や技術の必要性が増してきた。そこで専門的知識を体系化し、研究活動を行い、教育す
る大学等の高等教育研究機関が整備され、研究者・技術者が養成されるようになってきた。その
結果研究開発活動はかつてのアマチュア的活動から、職業的な研究者・技術者の組織的活動に転
換していったのである。しかしそのことによって研究開発の方向性、活動の幅が微妙に定まって
くるようになってくる。
さらに研究開発活動の成果が経済社会のあり方、社会生活を変化させていくようになり、生産
力の一部を形成するようになると大学等の研究機関だけではなく、企業が研究開発の成果がもた
らす利潤を求めて研究所を設置し、研究開発活動に積極的に加わってきた。いわば企業が研究開
発活動の不確実な成果を活用するのではなく、研究開発活動を計画的に展開・推進しその成果を
戦略的に活用するようになったのである。しかも企業間の競争が研究開発活動を刺激し、促進さ
せた結果研究開発活動が競争システムに組み込まれてきたのである。そこでは明確に定められた
方向で組織化された研究開発活動が行われ、また研究開発活動の効率性も間われるようになって
きた。このように研究開発活動は企業・産業と強く結びつくように組織化が展開されていく一
方、新たに国家がその軍事的優位性を確保・維持するという観点から特定分野の研究開発を積極
的に支援し、その活動に参入してきたのであるこ
主要な研究開発活動の担い手とその組織が変遷 L て~)く背景には、研究開発成果の社会的な影
響が次第に大きくなるとともに、研究開発活動が巨大化Lていったことがあげられる。
このような研究開発活動の担い手とその組織化の変遷はほとんどの国で、時期や期間にずれが
あろうともその近代化の過程で経験していったことであった。
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ところでわが国では江戸時代にみられたアマチュア的研究開発活動は組織化にいたらず、散発
的に終わった。しかし幕末から明治時代にかけて西欧近代工業技術を導入しようとした時の政府
は、「富国強兵JI殖産興業Jを国是に当時の西欧諸国にみられた研究開発活動の組織化を参考に
大学等を整備して積極的に研究開発体制の構築に取り組んだ。また軍は第二次世界大戦による敗
戦にいたるまで造船、火薬、銃火器、航空機等の技術導入、開発に主導的役割を担い、大学等の
高等教育機関や産業と連携しての軍学産体制を確立していった。帝国大学を卒業した多くの「軍
服を着た技術者」が研究開発活動を担っていったのである。
1945年8月15日わが国が敗戦を受け入れた以降、研究開発活動のあり方は二つの面で大きく
変化した。一つはそれまでの軍事技術の開発は余儀なく平和産業での研究開発に転換していかな
ければならなくなったこと、もう一つは多くの研究開発の後ろ盾であった国がスポンサーとして
の役割を放棄せざるを得なかったことである。そこで当初はかつての「軍服を着た技術者jやそ
の周辺の研究者・技術者の多くは、それまで、培ってきていた軍事技術を造船、自動車、鉄道また
家電製品の研究開発に活用していった。戦後当初の研究開発活動は軍事技術開発に携わっていた
研究者・技術者が担っていたのである。しかしわが国の社会も落ち着いて来るにしたがって、新
たに民間企業が積極的に研究所を設置し、新制大学の卒業生を研究開発活動の担い手として採用
していったのである。また国もわが国の産業、とくにコンビュータを含めて半導体産業等の戦略
的産業においては研究開発活動の推進に積極的に介入していった。そして現在では戦前、戦中の
軍事技術の開発を目指した軍学産体制とは違ってはいるが、再び国が新たな産官学体制を構築し
始めている。
2.異業種企業集積地における研究開発とその担い手
近代社会初期における研究開発活動の多くがアマチュアの狂信的なまでの飽くなき探求心によ
って行われていたことが示しているように、本来研究開発活動は研究者・技術者の個人的資質に
大きく依存する個別的活動であった。いわば資源の投入量とそれによる成果とが一義的に定めら
れることのない、組織定型的な労使慣行には馴染まない不確定要素を含む生産活動である。しか
し研究開発の目標が特定化され、一個人の能力を越えて巨大化することによって、専門的な研究
者・技術者の組織化をはからなければならなくなった。そこでは専門化した研究者・技術者を各
企業等が特有のプログラムで育成することによって個人的資質を均質化しようとしたり、また組
織の規模を大きくすることでその不確定性に対応しようとした。その結果巨大企業をはじめ多く
の企業、研究機関ががそれぞれ独自の研究所を設立していったのである。
しかし我が国における戦後のこのような主要な研究開発の担い手であった巨大企業の研究者・
技術者とは別に、他方では生産現場に密着して技術開発に取り組んできていた中小企業の技術者
もいる。これら中小企業は、小は従業員数人から大は従業員 1000人近くに至るまで規模の大小
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を問わず、戦時中の軍需生産から戦後の民需生産への転換や東南アジア諸国の安価な労働力にも
とづく競争圧力と受注先の様々な(時には過酷な)技術的要請等を契機として、企業の存続と発
展のために研究・技術開発に取り組んできたのである。その結果市場規模としては大きくはない
が、「私たちの生活を変えるような技術革新jを支える枢要な世界的技術(時には世界で唯一の
技術)を有する幾多の「小さな世界企業Jが生まれてきているのである。
さてこれら中小企業の多くはオーナー経営者であり、その研究開発活動においては共通して、
①企業の経営理念に研究技術開発が中核に位置づけられ、人材のみならず経営資源のかなり
の部分が研究開発活動に投下されている
②経営者が企業家として、直接研究開発活動に携わっている
③顧客のニーズに直接対応している
④ 他企業、特に大企業との関係は上下の元請け・下請けではなく、横の協力関係で結ぼれて
いる
⑤ 開放系であって大学の研究室その他の研究機関の指導を受け、他企業との共同研究、開発
に積極的に取り組んでいる
⑥ その多くが既存の異業種企業の集積地にあるか、新たに異業種企業集積を形成している
のである。そして①~③の活動で示されるようにこれらの企業は企業活動の枠組ともいえる競争
を単に平面的・固定的に価格競争だけでとらえているのではなく、多面的・立体的に企業の存続
・発展に関わるすべての局面での競争ととらえている。さらには④で示されるようにこれまでの
ややもすれば規制的な競争に安住するのではなく、経済活動すべての局面の競争に身を投じてい
る。
さらに注目しておかなければならないことは、⑤のように研究開発に必要な知見を企業内だけ
ではなく、活用できるあらゆる場に求めていることである。そのことはこれら研究開発型企業の
多くが、⑥で示されるようにでき得る限り迅速に様々な知見等を得ることのできる地域に集ま
り、さらには新たに異業種企業が集積し、地域ネットを形成しているからも伺えるのである。
ともすれば巨大企業内研究所、国公立研究所等では活用できる知見も限界があり、また組織も
硬直化しやすいのに対して地域ネット型の研究開発組織では、新たな知見を求める場は必要に応
じて拡大していくことが可能であり、また組織も課題に対応して柔軟に編成していくことができ
るのである。これらに加えて研究開発型中小企業は、多種多様で高度な技術が蓄積されている異
業種企業集積地のつぎのような優位性を活用しているご
① 「客先の生産技術者だけではなくて、現場で実際;ここの機械を使う立場にある労働者にも
参加してもらって設計を進めたJ(参考文献 1236P というように技術開発活動にとっては
重要な試作品等のフィードパックを現場;こ近接Lていることから容易に行なうことができ
る
② 試作品加工を委託できる高度に専門化L、特化Lた企業、工場の協力が得られやすい
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③他業種の企業、工場と日常的に接する機会が多く、意識的であれ、無意識的であれ技術開
発への知見が蓄積されていく
④ 異業種企業が集積していることからそれぞれの関連企業、工場へと相互連関の輪が広がり
をζっている
そしてこのような環境の下でこれら中小企業の、生産現場の労働者でもある技術者たちはとき
には採算を度外視してでも「技術屋」魂で突き動かされるょっに技術開発に取り組んでいる。そ
れはかつての研究・技術開発に流れていたアマチュア精神に似たものでもある。
さてここで東京の異種企業集積地として代表的である墨田区の研究・技術開発型企業2杜を取
り上げて研究・技術開発のあり方を紹介・検討してみよう。
3.墨田区における研究・技術開発型企業の事例
(1)墨田区における異業種企業集積地の形成と現状
墨田区成立の特性と異業種集積地の形成を「墨田区史J(参考文献 16) にもとづいて整理してお
こう。
①幕末から戦前にかけての墨田区
後に墨田区となる墨東地域は幕末期には下級武士の武家地と町家地から成る市街地であった旧
本所、深川地域と農村であった北部地域から形成されていた。
明治以降旧本所地域では小工業、住宅地となったが、大正時代にかけては工業就労人口も増大
し工業地域として発展してきた。この地域は東京の中心部に近く、内陸部の河川や運河の便が直
ちに隅田川を経て、東京湾に達するという材料運搬上の優位性に加えて墨田川以東は一般的に地
価が安かったということから、諸工業の立地条件を充たしていたのである。しかし関東大震災以
降は大工場は他地域に移転し、零細企業を核とする袋物製造、草靴製造、既製服製造業をはじめ
としてメリヤス工業、ゴム製品製造業等の職住近接型の軽工業地域として発展していった。
北部地域では明治 22年の鐘淵紡績株式会社の操業開始をはじめとして、明治20年代には汽車
製造等の紡績、織物と近代工業を担う基幹産業の拠点として発展し、農村から工場労働者や関連
下請け企業の家族経営者の町へと変化した。
両地域ともに我が国の近代化の進展によって工業地域として発展していったが、次第に市街地
が拡大し、過密になりまた地盤沈下等もあり、基幹産業を形成していた大工場が他所に移転して
いった。その後は零細企業による日用品生産を中心とする軽工業の地場産業が根付き、発展して
いった。昭和 10年代頃には零細企業が集中するこれら地域は単なる工場集中地域ではなく、住
宅や商居街と町工場とが混在した地域社会を形成していたのである。
②戦後から高度経済成長期
敗戦後の極度のインフレーションとその後のデフレ動向等によって墨田区内の零細企業群は大
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きな打撃を受けたが、朝鮮戦争がこの地域の零細企業群にも好景気をもたらしたのである。昭和・
30年代には墨田区内の産業は、鉄鋼業・金属製品製造業、繊維工業を主要な産業として、次い
で出版印刷関連産業、食料品製造業、皮革業やゴム製品製造業、輸送用機械器具、精密機械、化
学工業等多様な産業から成っていた。しかもこれら産業の工場規模は決して大きいものではな
く、零細企業が多かったのである。
③墨田区内の異業種企業集積の現況
これまで墨田区は明治時代以降関東大震災、戦禍を経ながらも平成に至るまで基本的には零細
企業を核として日用品をはじめ様々な製品を生産する工場と住宅、商庖街が混在する地域として
発展・展開してきた。そこで現況、特にバブル崩壊後の状況を見るために墨田区内における平成
元年と平成5年~平成 10年までの 6年間の規模別(従業員)の企業数、産業別企業数を表 1で
示してみた。
はじめに平成に入ってから 11年間の変化を見てみよう。
全企業数は平成元年と平成 10年との 11年間で 77%まで減少した。企業数の減少率は産業別
では産業数が他産業に比べて多かった金属製品製造業また皮革製品製造業が減少率が大きく、逆
に企業数がほとんど減少しなかった産業は出版・印刷関連産業、プラスティック製品製造業であ
った。
また地域内には多様な産業があり、そのなかでも相対的には金属製品製造業の企業が多い。た
だし特定の産業だけに集中はしておらず、しかも従来型の軽工業産業の企業が比較的多い。 11
年間の推移でもこの状況は大きくは変化していない。
企業規模別では平成の 11年間を通して従業員 10人以下の零細企業が全産業の 72%前後を占
めていて、従業員 300人を越える企業は平成元年でもわずか5杜で、その上平成8年には 3社に
減じている。
(2)墨田区内の技術開発の現状と問題点
これまで説明してきたょっに明治以降墨田区は軽工業を中心とした様々な産業からなる零細、
中小企業と住宅、商庖街等が混在する地域社会を形成・維持してきたのである。
この異業種企業集積地でいくつかの世界的な技術的評価を得ている企業がある。これら技術開発
型企業の成り立ち、その特徴等について西出三明氏の話1)を中心にまとめてみよう。
墨田区には技術的にみて「きらっとした」企業;土~)くつもある。しかしそれらの多くは自ら独
自の発想で技術開発に取り組み、成果を得たわけで;まな ¥')0 親の代、先々代から継承された技術
のうえに取引先等の外部から「このようなものが作れないか」というような課題を持ち込まれて
その技術開発に取り組んできたのである。そのときには採算等を考慮することなく、ただ「技術
探求心」で取り組んできている。たとえば従業員 7名の岡野工業株式会社の経営者、岡野氏は
「人の嫌がる仕事、人が不可能だと断る仕事だから、それをやり遂げればそのたびに新しい技術
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表 1
平成元年 平成5年 平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成 10年
平成10年
/平成元年
墨田区全製造業 2900 2571 2376 2344 2192 2230 2223 0.767 
従業者数 34279 30740 29139 28222 26102 26740 25814 0.753 
事業所規模
従業者 10人以下 2096 1859 1703 1685 1561 1593 1626 0.776 
従業員 10人以下の事業所
0.72 0.72 0.72 0.72 0.71 0.71 0.73 1.012 数の比率
従業者 10 人~299 人 799 708 669 655 628 634 594 0.743 
従業者300人以上 5 4 4 4 3 3 3 0.600 
産業
金属製品製造業 604 515 463 459 418 396 396 0.656 
繊維工業(衣服・布吊等の
379 321 300 289 272 281 275 0.726 繊維製品)
出版・印刷・同関連産業 326 330 299 304 279 323 324 0.994 
なめし皮・同製品製造業 269 224 213 201 190 199 178 0.662 
一般機械器具製造業 232 199 181 176 174 171 177 0.763 
その他の製造業 197 164 160 161 150 147 127 0.645 
パルプ・紙・紙工品製造業 185 166 152 152 143 141 143 0.773 
プラスチック製品製造業 143 134 125 122 123 125 138 0.965 
ゴム製品製造業 128 124 117 118 108 107 113 0.883 
食料品製造業 85 75 71 72 65 66 69 0.812 
家具・装備品製造業 62 54 49 45 39 36 42 0.677 
窯業・土石製品製造業 47 45 40 39 35 35 34 0.723 
電気機械器具製造業 43 51 55 44 44 43 51 1.186 
精密機械器具製造業 42 34 31 38 32 34 34 0.810 
鉄鋼業 37 29 25 27 19 20 23 0.622 
化学工業 33 28 28 28 30 31 30 0.909 
木材・木製品製造業(家具
31 26 21 23 22 22 23 0.742 を除く)
非鉄金属製造業 24 20 18 20 22 22 21 0.875 
輸送用機械製造業 23 20 16 15 17 18 17 0.739 
飲料・たばこ・飼料製造業 9 8 8 7 6 7 6 0.667 
石油製品・石炭製品製造業 l 3 3 3 3 5 2 2.000 
武器製造業 1 1 1 
を獲得する喜びJ(参考文献 11p 29)があると話すのである。岡野氏は金型を作っていた父親の工
場から出発し、ライターのケースを連続絞り込みの技術で作ることから始めて、様々な仕事を通
して蓄積した技術の上に携帯電話用の電池ケース、パソコンのハードデスクケース等の薄い角形
のケースを成形困難な素材で連続鍛造技術によって作ることに成功したのである。
このような独自の技術を持つ企業・工場としては、なんでも切ってしまう切削マシンを製造す
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る企業や、隣の江戸川区内にある企業ではあるが、気密性と耐放射能性に優れた原子炉の扉を製
作、納入している工場のようにいくつかある zただこれらの企業・工場では一人(通常おやじさ
ん=工場主)の際だ、った技術者に依存しがちであり、しかも彼らの多くは持ち込まれた課題に対
して生産現場、親や近隣の工場から得られる明確には表現できないような情報、ヒント、こつな
どから技術開発の緒を得て、思いこみと執念でそれらの課題を解決する技術開発に取り組んでい
るといえよう。そこでは個人の独創的な発想の共有化がされにくいし、むしろ共有化をはかろう
とはしない。しかしそのことはつぎのような問題点を含んでいるのである。
①開発や技術の継承がシステマテックに行なわれることはない
②自ら課題を創りあげることのできる人材を育成・蓄積できない
そのうえ企業間(工場開)のよこのつながりがないこともあって、開発された技術を発展させ
る、または新たな課題を創造するという発想も育ってこないのである。
したがって墨田区にあっては「きらっとした」企業はいくつかあるが、それらが異業種企業の
集積地であることを積極的に活用し、有機的に結ぴあえることへの機は熟してはいないといえよ
う。今後は社長(工場主、企業主)の世代交代を行って、新たなリーダーが研究開発、技術開発
に対して明確なビジョンと理念を持って研究・技術開発への戦略、戦術を位置づけ、それらに取
り組んで行くことが望まれるのである。ともすれば多くの年配の経営者(工場・企業主)は従来
の生産方法や系列等の生産関係に固執しがちで研究・技術活動の価値を評価できていないのであ
る。
(3)聴取調査による墨田区内の技術開発型企業の事例2)
平成 15年7月に何でも切れる切削マシーンを開発し、製造・販売する「株式会社リョウワ」
と建物等の免震装置・システムを開発、製造・販売する「株式会社エーエス」の 2社を訪問し、
株式会社リョウワ社長の和田公男氏と株式会社エーエス会長の本間三夫氏に研究技術開発の経
験、過程等についてインタビューを行った。以下はその結果をまとめたものである。
①株式会社 リョウワ(所在地:東京都墨田区吾妻橋2-1-6)
株式会社リョウワは万能帯鋸盤、形削盤、ダイヤカットマシン等の切断加工機を開発、製造・
販売している。特にダイヤカットマシンは、ダイヤモンドからセラミック、光ファイパーにいた
るまであらゆるものを自在に切削できるということで様々な分野でその切断能力が注目されて、
現在では南極の氷の切断、スペースシャトル外壁;こ用いられているセラミックの切断をはじめ宇
宙ロケット部品の切断加工等の先端技術を支える楼器と Lても活用されている。幾多の技術を開
発したのは社長である和田公男氏で、従業員は 10人で年間売上額は 3億円に達している。
和田氏が育った当時の墨田区は、本所地域は被張、布吊、メリヤス関連の工場が多く、向島地
域は毛メリヤス、染工場や晒し工場が多く、また鐘紡の工場があることからワイシャツ工場が多
く、後年おもちゃ工場やゴム関連の工場も集まってきていた。最初和田氏は家業のワイシャツ用
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ミシンの製造・販売会社を継いだのである。しかし和田氏はワイシャツ用ミシンの製造に飽きた
らず、独学の機械工学、設計技術で「できるか?ということで持ち込まれたj落下傘のひもを縫
いつけるミシンや手縫いのようにみせる柔道着用ミシン、割烹着の胸ひだをつくるミシンなどを
開発していった。その後新聞の「今後は洋服を着替えるように女性のカツラの需要がのびる」と
いうコラム記事からカツラ用ミシンの開発、製造に成功し、一時は月産4000台でカツラ用ミシ
ンでは全世界の 96%のシェアーを占めるほどであった。しかし競合量産企業等の参入もあった
りしたので和田氏はこの分野から撤退し、その後モーターなどの在庫部品の販売やそれまでの特
許料などから収入を得ながら、研究開発に専念した。 70年代後半に最初にワイシャツ生地を 100
枚ほど重ねて裁断する精密カッターの開発に最初に成功し、その後プラスティック、鉄、木材な
ど様々な素材を切断する「バンドナイフJ、「バンドソーJの切断加工機を開発、製造した。
さらには「鏡を切れる切断機をjという注文に応じてダイヤモンドカットマシンを開発した。
現在も切ることに対してあらゆる挑戦をしている。
和田氏の技術開発の取り組は二期に分けることができる。前半は特殊ミシンの開発、製造であ
り、後半は切断加工機の開発、製造である。両者は一見すれば、縫製と切断と全く異なった方向
での技術開発である。しかし両者の原点は、ともに土地柄または環境の影響を受けたワイシャ
ツ、布吊の加工に求めることができる。和田氏の技術開発の成果を代表するダイヤカットマシン
に至るまでの出発点がワイシャツ加工のための生地裁断機であったことがこの間の事情を物語っ
ている。ただしこの二期それぞれの相違は、前期では開発した技術に基づいて製造される機器
(多くはミシン)の生産、販売の企業家的側面に力点が置かれていたが、後半ではむしろ技術開
発への研究者・技術者的側面に力点を置いているのである。
和田氏が幾多の開発成果をもたらすことができたことには和田氏の資質の他いくつかの要因が
ある。そこで和田氏の示唆することにもとづいて開発成功の要因を次のようにまとめることがで
きる。
( i )和田氏の資質に関して
(イ)情熱と好奇心さらには自分で何でもしないと気が済まないという挑戦する意欲が旺盛であ
ること
(ロ)過去の体験、経験を発想に結びつけることができる
たとえばダイヤモンドカットマシンの刃先にダイヤモンドの粉末を用いるという発想、は、
かつてのミシン加工の経験にもとづいているものであり、さらにはそのコアの技術である
ダイヤモンドの粉末を付着させる技術はカツラ用のミシンを製作するときに独習した化学
の知識と経験によるものである。
(ハ)人の何気ない話、無理に思える注文、新聞等のマスメディアなどあらゆること、方面に知
のアンテナを向けていること
(ニ)持続できる集中力に優れていること
- 24-
異業種企業集積地における技術開発
(ホ)技術上の複雑困難な状況を課題として整理する能力に恵まれていたこと
( i )地域的特性
土地柄から通りに面してオープンな多業種の零細工場が多く、和田氏は子供の頃からそのよう
な工場の旋盤、プレス等の工作機械の操作や、操作上のこつなどに無意識に親しんでいた。また
近くに染色工場などもあり化学処理を見聞きしていた。これらの経験が自然に技術開発過程での
精密工作と化学の融和に導き、またこれら工場に慣れ親しんでいたことから何が求められている
かを感じ取っていくことができた。
(ii)行政の支援
和田氏のダイヤカットマシンが最初に注目を浴びたのは、墨田区からの出展経費支援によって
出展し、実演したハノーバーメッセであり、その後も和田氏はいろいろな切断機の技術開発で科
学技術長官賞を受賞したり、墨田区などからの助成金支援を受けたりしている。これらの経験か
ら和田氏は個人の力ではかなうことのできない資金援助、機会を得ることができたと話してい
る。
以上にまとめたことから明らかなように地域の研究技術開発には、旺盛なマニアックなまでの
技術探求心とそれに応えるような土地柄や環境と開発された研究技術成果を正当に評価できる行
政能力の三位一体が求められるのである。
②株式会社工ーエス(本社所在地:東京都墨田区堤通 1-18-26)
株式会社エーエスは工業用ゴム製品の販売事業を開始、展開した橋本ゴム工業株式会社を前身
とし、昭和 35年空気バネクッションをはじめとしてゴムを超えて発展的に研究開発を中心に事
業を展開していった。昭和 50年代には橋本ゴム工業株式会社から株式会社エーエスハシモトと
して分離独立し、昭和 61年に現在の社名株式会社エーエスと改称した。それ以降も防振、防
音、免震装置へと技術開発は発展していき、現在では美術館の免震装置、半導体工場等の免震装
置、さらにはコンビュータサーバ等の情報機器の免震装置設置の製造・販売の事業を展開してい
る。なお免震装置におけるエーエスのシェアーは 70%を占めている。なお社員数は 54名であ
る。
昭和 35年に大手重工業会社に納入した 1個数円でしかないゴムの 0リングの不具合で巨額の
機械が操業停止になりその補償が求められたことから、その原因を取引先の横浜ゴム株式会社の
協力を得て究明したことが研究技術開発への取り組みの最初であった。結果として不具合の原因
はゴムではなく、そのとき使用したオイルであったことは解明された。しかし本間氏はここで単
にゴムを用いた機械の不具合の原因究明だけに終わらずにゴムの性質、ゴム部品の使われ方、ゴ
ムと機械の結合のあり方を集中的、徹底的に学習・研究し、さらには機械工学の技術者を採用
し、部品としてのゴムからゴムを組み込んだユニット化Lた製品の開発に取り組んでいった。 30
年代後半にはゴムを使つての空気パネを開発L、自動車用のエアーサスペンション、エアースプ
リングまた大型プレス機に組み込むゴムパネを開発・製造し、販売した。その後空気パネを応用
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した機器を開発し、自動車のサスペンション、ブレーキ等の機能を計測する震動試験機に組み込
むコンピュータの防震設備を開発し、またその大型化をも実現した。
昭和 40年代には横浜ゴム株式会社と協力して空気パネ式防振装置、重荷重用をはじめ各種の
空気バネ防振システムを開発、製造していった。昭和 50年代に高速増殖炉「もんじゅ」の免震
システム開発のプロジェクトに参加し、石川島播磨重工業株式会社の研究所でともに震動制御の
設備開発に取り組んでいった。 50年代、 60年代以降も各種の防振・防震、震動制御の開発に取
り組み、その成果をあげていった。平成に入札建設省(現国土交通省)の依頼で国立美術館の
免震装置を設置したことを契機に諸所の美術館免震装置を設置し、現在にいたっても工場の免震
装置を設置するなど、「技術屋集団Jとしてこれらの開発成果をさらに様々な分野での免震、防
震・防振、防音等の諸設備へと発展させている。
本間氏の研究技術開発の流れは、ゴムの特性を究明することでゴムを用いた優れた商品を開発
することからはじまり金属等の物質が接合する際の摩擦動(振動、音等)を吸収するゴムの特性
を活用する機器、装置への開発に進み、さらにはメカニカルに振動・震動そのものを吸収する機
器、装置、システムへの開発へと発展していったものととらえることができる。
このような本間氏の研究開発の流れと幾多の開発成果を可能にした要因を本間氏の資質をはじ
めとしていくつか本間氏の話を中心にまとめてみよう。
( i )本間氏の資質
(イ)問題を単に局所的に解明するだけではなく、システムへの発展を踏まえた解決を探ろうと
いう発想、がある
(ロ)実証的、論理的にさらには多方面から問題解明に集中的に取り組んでいく
(ハ)研究・技術開発の取り組みに際して自らの知見、設備の限界を認識し、人脈を介して外部
からの支援を積極的に活用する
(ニ)技術開発の発想の原点は技術の複合化においている。したがって常に原理原則への追求、
究明を第一に取り組んでいく
(ホ)現場主義であり、常にどのように使われるのかという視点が明確にされている。たとえば
美術館の免震装置の開発にあたっては美術館館員を積極的に参加してもらい、使う立場か
らの知見を汲み上げていく。
(ヘ)製品と商品とを明確に分別し、製品から社会に役立つものとしての商品への発展に取り組
んでいく
(ト)たとえば耐震から免震への発想の転換が示しているように技術および技術の方向性に対す
る先見性がある。(研究・技術開発の重要性の認識)
(チ))独自性と革新を求め、実現する企業家精神がある。
(ii)本間氏および株式会社エー工スを取り巻く環境とその活用
たとえば地震波、加震の影響等の体系的な実験データを収集、分析のために取引先企業、技術
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協定先企業、研究技術開発の共同企業等の技術研究所の施設を活用するというように、中小企業
における実験施設等の研究能力の限界を、外部研究機関等利用することで克服している。さらに
本間氏の研究技術開発の原点であるユニット化したゴム機器の開発が防振、防音、免震へと技術
開発へと展開していった。この過程が技術が仕事を導き、仕事が新たな技術開発を要求するとい
う技術と課題(仕事)の連鎖である。本間氏をこれらを可能にする人脈に恵まれているうえに、
また自社の技術によって新たな人脈を形成している。
( ii)行政との関連
株式会社エーエスは開発活動に対して行政から直接支援を受けるということはなく、むしろエ
ーエス杜の技術が評価されて政府関係機関からの開発プロジェクトへの参加を要請されたり、開
発成果の設置を依頼されることが多い。エーエス杜の技術と政府関係機関の研究技術開発との技
術連鎖が両者のパートナーシップの関係を形成している。
(4)墨田区における研究開発型企業2社の位置づけと評価
両社ともに墨田区を拠点とする研究・技術開発型企業ではあるが単に企業規模の差だけではな
くその開発プロセス、技術と企業理念等にいたるまで対照的なまで、に違ってきている。これらの
違いは今後の研究技術開発と中小企業のあり方を考察していく上でもかなり興味深いことであ
る。
①和田氏率いる「リョウワ」の研究技術開発活動はほとんど和田氏に依存し、しかも和田氏の
研究技術開発におけるひらめき、発想は和田氏自身だけにストックされている過去の経験か
ら和田氏が引き出したものである。そこでは研究開発活動は和田氏の個人的活動であり、あ
る意味では「職人技」である。ただしこのような個人的活動を支える情熱こそが初期の研究
開発活動を支えた原動力であったことと思われる。
② 上記の事柄が示すようにあまりにも和田氏あっての「リョウワ」であるので、技術を含めて
の後継者を得ることが困難となっている。
③ 「株式会社エーエスjを率いる本間氏にとっての研究技術開発活動は「技術要素の組み合わ
せ」である、という明確なコンセプトの下で多方面からデータを集めて実証的にかつ論理的
に技術の各要素の原理・原則を解明することにあるつしたがって当初から研究技術開発活動
は共有化される形で展開されており、そのことほ多くの企業との共同開発を可能にしてい
る。また共同開発を積極的に活用しているといえる=
④ 今後の中小企業の存続には企業の独自性が必須であ 4)、その独自性は研究技術開発活動によ
って形成されるということが「株式会社エーエスーの経営理念の中で明確に位置づけられて
いる。
⑤両社ともに共通していることは「現場主義」であん使う者の視点を第一義としている。
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以上要約したことから西出氏が指摘した墨田区の研究開発活動企業の現状が「株式会社リョウ
ワJによってよく表されており、「株式会社エーエス」がこれからの研究開発型企業のあり方を
示唆しているように考えることができょう。ただし現在の両社の研究技術開発活動の在りょうか
らでは、異業種企業集積地としての墨田区の発展への鍵が見出しにくいといえよう。たとえば東
大阪市のような人工衛星を打ち上げるというようなプロジェクトを発案し、実行に移していくよ
うな「地域の」リーダー企業が今後望まれるのではないだろうか。
我が国の研究開発態勢が一大転換を迎えている現在、地域を中心とした研究開発活動が益々重
要性を増してくるものと考えられる。そこでは地域がその特性を活用した研究開発活動態勢の構
築が望まれるであり、この墨田区の事例は多くを語ってくるものと考えられる。
注
1) 2003年5月に西出三明(高崎経済大学非常勤講師)に墨田区を中心とした研究開発の実態についてイ
ンタビューを行い、貴重な'情報を得ることができた。
2) 2003年7月に墨田区役所企画経営室長 岡田 貢から墨田区の研究開発型企業の概要を伺い、さら
には株式会社リョウワ、株式会社エーエスの 2杜を紹介して頂いた。
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